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研究成果の概要： 
 

木質軸組戸建住宅用制振壁の開発を行い，これを組み込んだ木質制振住宅を構成する要素

（柱・横架材接合部，耐力要素，非構造部材）の強制変形実験と木質架構の振動台実験を行い，

既存構法との比較を通してそれらの力学的挙動を把握した。実験に基づいて木質制振架構を解

析用フレームモデルへと置換する手法を示し，そのフレームモデルを用いて制振壁による地震

応答低減効果を示した。木質制振架構をモデル化した１質点系の地震最大応答評価法・制振設

計法を提案し，その手法の妥当性を示した。 
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１．研究開始当初の背景 

これまでの機能性・利便性だけを追及して
発展してきた工学分野においても，地球環境
問題を意識した取り組みが必要不可欠とな
っている。地球環境問題を解決していくため
に，建築物をサステナブルかすることは大変
有効であり，現在様々な取り組みが行われて
いる。建築に求められるサステナビリティと
は，環境破壊を抑止し地球環境を保全するこ
と，資源の枯渇を防ぐべく省資源や効率の良
い資源循環を実現することといった，人類の
生存にかかわる地球規模での問題の一役を

担う課題として捕らえなくてはならない。木
質材料は環境にやさしい材料の一つである
ということは共通認識となっている。この木
質材料を用いて，地球に炭素固定源つくるこ
とは地球環境問題の解決に対して一つの重
要ポイントである。 
このような観点から，国民の大多数が生活

の基盤としている戸建住宅，特に木質軸組戸
建住宅の耐震性・サステナビリティを高める
ことにより，環境負荷の低減にも貢献するこ
とができると考えられる。 
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２．研究の目的 
木質軸組戸建住宅を対象として，これに一

般の制振技術を展開して耐震性およびサス
テナビリティを高める。新築・既存住宅に典
型的な軸組形式を対象とする。木質戸建住宅
のように低層で軽量な構造の地震応答や制
振技術に関する未解決の問題を解く。即ち，
木質架構の力学特性を加味した接合法の開
発，短周期領域での地震応答やその抑制法に
ついて，接合部，ダンパー，制振システムそ
れぞれの詳細な実験と解析により探求し，応
答低減・損傷制御に優れた戸建制振住宅の開
発を行う。さらにその評価法・設計法も提案
し，これらの健全な普及も目的とする。 
 
３．研究の方法 

研究は以下の 5段階に分けて行った。 
(1)柱横架材接合部の強制変形実験 

軸組木質住宅全体の挙動に大きく影響す
ると考えられる柱横架材接合部に対して，柱
軸方向力・曲げモーメント・柱せん断力を与
えたときの挙動を実験(図 1)により把握する。
一般的な金物や制振壁用金物を用いた柱横
架材接合部を試験体とし，計 135 体の実験を
行った。 

(2)壁要素の強制変形実験 
粘弾性ダンパーや摩擦ダンパーによる制

振壁，構造用合板による既存耐力壁，石膏ボ
ードによる内壁，窯業系サイディングやモル
タル塗りによる外壁(図 2)の強制変形実験を
行った。試験体はそれぞれ 1P のものと 3P の
ものがあり，計 21 体の実験を行った。 
(3)軸組木質制振架構の振動台実験 

軸組木質住宅における雑壁等の非構造部
材の影響を排除して耐力要素のみの挙動に
着目した 2 層木質架構(図 3)と，それに非構
造部材として内外装材を付加した 2層木質架
構の 2種類の試験体に対して振動台実験を行
った。試験体数は計 13 体である。 
(4)フレームモデルによる地震応答解析 

上述した柱横架材接合部の強制変形実験
に基づきフレームモデルを作成した。フレー
ムモデルの精度確認後，そのモデルの条件を
様々に変化させた地震応答解析を行った。 
(5)等価線形化手法を用いた最大応答評価 

等価線形化と線形応答スペクトル低減化

に基づき，木質架構特有のスリップ型復元力
特性を有する構造の地震応答予測法および
制振設計法を提案した。12960 ケースの検討
で予測精度を検証した。 
 
４．研究成果 
研究の方法に合わせ、以下の 5つに分けて

成果を述べる。 
(1)柱横架材接合部の強制変形実験 
①柱横架材接合部の柱軸方向力・曲げモー

メント・柱せん断力に対する各外力と変形の
関係を整理・把握し，制振設計を行う際に適
した金物を選定するための基礎資料を作成
した。また，後述するフレームモデル作成の
ための基礎資料を得た。 
②柱横架材接合部に短ほぞ(30mm×85mm×

52mm)を用いることで，柱のせん断力を概ね

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

図 1 柱横架材接合部の強制変形実験 

(b) 曲げ 

横架材 
柱 

荷重 

(a) 柱軸方向 

柱 

横架材 

荷重 

(c) せん断 

荷重 

柱 

横架材 

図2 外壁の詳細(接合部には内使い L型金物 1つ配置)

(a)窯業系サイディング外壁 

(b) モルタル塗り外壁 

防水紙(タッカー@約 200mm) 

縦胴縁 45×13mm(N50 釘@150mm) 
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図 3 3P 壁の変形状態 
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伝達できることがわかった。 
③本研究で対象としている制振壁の接合

部は，柱の引張力に対する剛性・耐力が高く，
制振壁に適したものであることを示した。 
 
(2)壁要素の強制変形実験 

①粘弾性ダンパー制振壁では，連梁状態と
なることにより単体の場合よりもダンパー
変位が全サイクルの平均で 18%程度増加し，
それに伴って層せん断力も 14%程度増加した
(図 4)。 

②摩擦ダンパー制振壁では連梁状態とな
ることで初期剛性が上昇し，摩擦ダンパーが
塑性化する層間変形角が単体の場合より小
さくなった。層せん断力はダンパーのすべり
荷重に依存するが，ダンパー変位は全サイク
ルの平均で 10%程度増加した。 

③石膏ボード内壁・モルタル塗り外壁は
1/60rad.時に最大耐力となったのに対し，窯
業系サイディング外壁は 1/15rad.加力にお
いても耐力が上昇し続けた。一方，耐力はモ
ルタル塗り外壁が最も高く，1P の壁の実験か
ら求めた壁倍率は石膏ボード内壁で 1.1，窯
業系サイディング外壁で 1.0，モルタル塗り
外壁で 1.9 となった。 
④実在する住宅 4棟の調査を行うことで戸

建木造住宅の 1m2 あたりの内外装材の量を把
握した。それを用いて戸建木造住宅における
内外装材の存在壁量を算出し，内外装材が戸
建木造住宅の剛性・耐力に及ぼす影響を把握
した。 
 
(3)軸組木質制振架構の振動台実験 
①耐力要素として構造用合板を用いた場

合，変形の増大とともに釘が緩むことでスリ
ップ型の履歴を示し，その後は最大加速度を
0.2g に基準化した地震動の入力でも変形が
増大しやすくなる。 

②制振壁を 2 層に配置する場合，1 層に配
置する場合よりもロッキング変形の寄与分
が大きくなり，ダンパーのエネルギー吸収効
率が低下する。 

③摩擦ダンパーを有する層は，その他に剛
性を有する要素が存在しない場合，地震後に
残留変形を生じる可能性が高い。 

④限界耐力計算法で求まる評価値は実験
値に対してばらつきが大きく，観測地震動の
スペクトルを用いて得た評価値はそれを平
滑化したスペクトルを用いた場合の約 2倍の
値となった。また，1 層のみに制振壁を挿入
した場合は変形モードの評価に誤差を生じ
る可能性が高い。 
⑤非構造部材の影響を除いた試験体の場

合，変形モードは 1, 2 層の剛性比に対して
敏感だったが，各層に内外装材が取り付くこ
とにより 1 層と 2 層の剛性比が変化し，1 層
に損傷が集中する変形モードとなった。 
⑥非構造材の影響は外装材より内装材に

よる影響の方が強く，内装材を有する試験体
は加振前の 1次固有振動数が 6Hz 以上であっ
た。実在する戸建木造住宅の微小変形時の 1
次固有振動数は 5～7Hz程度であることから，
本実験の試験体は実際の戸建木造住宅の挙
動を概ね模擬できていると考えられる。 
 
(4)フレームモデルによる地震応答解析 
①柱横架材接合部を軸・曲げ・せん断の 3

つのバネでモデル化した(図 5)。その接合部
要素には復元力特性としてスリップ型の履
歴を考慮することができるバネ要素を用い
て包絡線にフィッティングさせた。接合部要
素を用いて K型ブレースによる制振壁および
制振壁を解析用フレームモデル(図 6)に置換
する手法を示した。そのフレームモデルは上
述した壁要素の強制変形実験や軸組木質制

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

図 8 実験と解析の比較 2 
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振架構の振動台実験を精度良く再現できる
ことを確認した(図 7,8)。 

②軸組木質架構に対して制振壁を付加す
る場合，構造用合板による耐力壁を付加する
場合よりも最大応答変位を低減させること
がわかった。過剰に制振壁を付加した場合は
制振壁 1枚あたりの応答低減効果が薄れるも
のの，付加枚数が少なくても大きな応答低減
効果を得られることを確認した。 

③大小さまざまな 14 種の入力地震動を用
いて，制振壁や耐力壁の枚数をパラメトリッ
クに変化させたモデルの地震応答解析を行
い，目標性能に対する制振壁の必要枚数を示
した(図 9)。 

④粘弾性ダンパーを有する架構では耐力
壁による架構とほぼ等しい応答加速度が生
じる可能性が高いことがわかった。一方，摩
擦ダンパーを有する架構では応答加速度を
若干低減させるものの，他の構造部材や非構
造部材といった他の耐力要素が負担する層
せん断力の影響が大きく，加速度の低減効果
は僅かといえる。 
 
(5)等価線形化手法を用いた最大応答評価 

①スリップ型主架構と粘弾性要素からな
る一質点構造を，スリップ要素と粘性要素の
並列する一質点系(図 10)とみなし，応答のラ
ンダム性やスリップ型復元力の複雑な履歴
特性を考慮し，塑性化によるシステムの固有
周期や減衰定数の変化を定式化した。 

②地震最大応答予測法を提案した。システ
ム諸元のパラメータ値と地震波を様々に変
えて時刻歴応答解析を行い，本予測手法と他
手法の予測精度の検証を行った。結果，本手
法はシステムの各諸元値や入力地震波の特
性によらず良好な精度を示すことがわかっ
た。 

③等価線形化理論をもとに，各スペクトル
一定領域での，簡易応答予測法を導出した。
これにより，スリップ要素と粘弾性要素を持
つシステムの応答低減傾向を包括的に表し，

また減衰増加が応答に与える効果や設計へ
の応用について論じた。 
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図 9 制振壁付加による応答低減(100m2あたり)
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図 10 スリップ型履歴の 1質点系モデル
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